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ＳＤＧｓ推進にあたり重要となる視点

• ＳＤＧｓではローカルな自治体の役割が重視されている。

• タテワリを超えて異なる分野をつなげること。 Ex.福祉、ま
ちづくり、環境、経済

• 多様な主体の連携（行政、ＮＰＯ、企業等々）

• 日本の状況に「翻訳」した対応 （高齢化、人口減少etc）
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全体の流れ

 １．人口減少社会のデザイン

 ２．ＡＩを活用した、持続可能な日本の未来に向けた政策提言

 ３．「分散型社会」～「持続可能な福祉社会」のビジョン

 ４．若い世代・将来世代への支援と「人生前半の社会保障」

 ５・どのような社会を目指すのかー「持続可能な福祉社会」のビジョン

 おわりに：ローカルからの出発
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（出所）国土交通省資料

日本の総人口の長期的トレンド



様々な「幸福」指標とランキング

国連・持続可能な発展ソ
リューション・ネットワーク『世
界幸福報告(World 

Happiness Report) 2020』
１位フィンランド、日本は62位。



幸せはローカルから

https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwiAhLP3m53OAhUGGpQKHexMAJ8QjRwIBw&url=https%3A%2F%2F7net.omni7.jp%2Fdetail%2F1106405729&psig=AFQjCNHnRY8QkfG8Dowh3v1YF244oS_gwA&ust=1470037856490739


経済成長と「Well-being（幸福、福祉）」
（仮説的なパターン）

経済成長（一人当たり所得）

幸福度

→相関弱（ランダム
な関係）

【幸福度の規定要因として考えら
れるもの】

●コミュニティのあり方（人と人
との関係性）
●平等度（所得等の分配）
●自然環境との関わり
●精神的、宗教的なよりどころ等
●その他



『木綿のハンカチーフ』（1975年）の時代
・・・すべてが東京に向かって流れる

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0CAcQjRw&url=http%3A%2F%2Fblogs.yahoo.co.jp%2Freanndorodominngesu%2F11892840.html&ei=UNbIVJG4F9Xn8AX934LYCQ&psig=AFQjCNEwc8O_KedcP2vadX0QsXELKzjmIA&ust=1422534600704415


人口減少社会への基本的視点

人口増加期ないし高度成長期の“延長線上”には事
態は進まない。むしろこれまでとは「逆」の流れや志
向が生じる。

＊若い世代のローカル志向

～「グローバル化の先のローカル化」

＊「農村・地方都市→東京などの大都市」という流れ
とは異なる流れ

＊時間軸の優位から空間軸の優位へ（各地域のもつ
固有の価値や風土的・文化的多様性への関心）



若い世代の「ローカル志向」

最近の学生の傾向
“静岡を世界一住みやすい町にしたい”
“地元新潟の農業をさらに再生させたい”
“愛郷心を卒論のテーマにする”

海外に留学していた学生が地元や地域にＵターン、Ｉ
ターンetc

 ローカル志向は時代の流れ。“内向き”批判は的外れ。
むしろそうした方向を支援する政策が必要。

・・・“ローカル人材”の重要性。
 「地域への着陸」の時代
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研究の出発点：
2050年、日本は持続可能か？
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債務残高の国際比較（対ＧＤＰ比）
・・・日本が突出
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日本： 生活保護を受けている者の割合
（保護率）の推移（％）

（出所）厚生労働省社会・援護局「被保護者調査」 16



先進諸国における社会的孤立の状況
・・・日本はもっとも高。個人がばらばらで孤立した状況

17



2050年へのシナリオ
とビジョン・政策選択

 Ａ）持続可能シナリオ

 Ｂ）破局シナリオ・・・財政破綻、人口減少加速（←出生率低
下←若者困窮）、格差・貧困拡大、失業率上昇（←AIによる

代替等）、地方都市空洞化＆シャッター通り、買物難民拡大
（現在600～700万人）、農業空洞化

 これらについてAIも活用しつつ定量的にシミュレーション

・・・初のAIによる社会構想＆政策提言。
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ＡＩを活用した、持続可能な日本の未来
に向けた政策提言

 「日立京大ラボ（2016年6月開設）」との共
同研究。2017年９月公表。

 2050年の日本を視野に収めながら、①人

口、②財政・社会保障、③地域、④環境・
資源という４つの持続可能性に注目し、日
本が持続可能であるための条件やそのた
めにとられるべき政策を提言する内容。

分析結果→日本社会の未来にとって、「都
市集中型」か「地方分散型」かがもっとも大
きな分岐点（８～１０年後）。

人口・地域の持続可能性や健康、幸福、
格差等の観点からは地方分散型が望まし
い。



指標（要因）の例： 人口、生産人口、高齢人口、出生率、ＧＤＰ、政府債務、税収、ＣＯ２排
出量、食料自給率、地域内経済循環、地域内エネルギー自給率、雇用、労働時間、資産
格差、貧困率、医療アクセス、健康寿命、主観的幸福感、ソーシャル・キャピタル等



2万通りのシナリオが最終的には６つのグループに分かれることが示された。



日本の未来の分岐シミュレーション
（イメージ）〔2042年のもの〕

（注）赤のグループが「都市集中型」シナリオで、他が「地方分散型」シナリオ22



AI活用による政策提言（1）
２０５０年に向けた未来シナリオとして主に都市集中型と地方分散
型のグループがある。

a) 都市集中シナリオ

主に都市の企業が主導する技術革新によって、人口の都市へ
の一極集中が進行し、地方は衰退する。出生率の低下と格差
の拡大がさらに進行し、個人の健康寿命や幸福感は低下する
一方で、政府支出の都市への集中によって政府の財政は持ち
直す。

b) 地方分散シナリオ

地方へ人口分散が起こり、出生率が持ち直して格差が縮小し、
個人の健康寿命や幸福感も増大する。ただし、次頁以降に述
べるように、地方分散シナリオは、政府の財政あるいは環境
（CO2排出量など）を悪化させる可能性を含むため、このシナリ
オを持続可能なものとするには、細心の注意が必要となる。
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AI活用による政策提言（2）

８～１０年後までに都市集中型か地方分散型かを選択して必要
な政策を実行すべきである。

今から８～１０年程度後に、都市集中シナリオと地方分散シナリ
オとの分岐が発生し、以降は両シナリオが再び交わることはな
い。

持続可能性の観点からより望ましいと考えられる地方分散シ

ナリオへの分岐を実現するには、労働生産性から資源生産性
への転換を促す環境課税、地域経済を促す再生可能エネル
ギーの活性化、まちづくりのための地域公共交通機関の充実、
地域コミュニティを支える文化や倫理の伝承、住民・地域社会
の資産形成を促す社会保障などの政策が有効である。
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AI活用による政策提言（3）

持続可能な地方分散シナリオの実現には、約１７～２０年後まで
継続的な政策実行が必要である。

地方分散シナリオは、都市集中シナリオに比べると相対的に
持続可能性に優れているが、地域内の経済循環が十分に機
能しないと財政あるいは環境が極度に悪化し、②で述べた分
岐の後にやがて持続不能となる可能性がある。

これらの持続不能シナリオへの分岐は１７～２０年後までに発
生する。持続可能シナリオへ誘導するには、地方税収、地域
内エネルギー自給率、地方雇用などについて経済循環を高
める政策を継続的に実行する必要がある。

25



“フォア・バック・キャスティング”
という方法

フォアキャスト（未来予測）と
バックキャスト（未来逆算）の総合化



長野県での展開

日本経済新聞 2018年2月2日 信濃毎日新聞 2018年2月2日
27





岡山県真庭市・・・ＳＤＧｓ未来都市
・2018年6月、29都市と先導的な取り組みの10事業（自治体ＳＤＧｓ
モデル事業）が選定。真庭市はいずれにも採択された。
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「分散型社会／持続可能な福祉社会」
の具体的イメージ①：
コミュニティとまちづくり



ソーシャル・キャピタル（人と人とのつながり）と
健康水準の相関 （アメリカ）

（出所）パットナム(2006)



「長野モデル」の再吟味
“健康長寿世界一の信州”の背景

 ２０１０年の国勢調査で男女ともに平均寿
命全国１位（男性は５回連続、女性は初の
１位（←沖縄県）。

 県民一人当たり後期高齢者医療費は低
いほうから４番目。

 要因として挙げられる点 （長野県による
分析）

 ①高齢者の就業率が高く（全国１位）、生
きがいをもって生活。

 ②野菜摂取量が多い（全国１位）。

 ③健康ボランティアによる健康づくりの取
り組みや、専門職による保健予防活動。



福祉政策とまちづくり・都市政策を
つなぐ



中心部からの自動車排除と「歩いて楽しめる街」
（エアランゲン〔人口約10万人〕）
→福祉・環境・経済の相乗効果



中心部からの自動車排除と「歩いて楽しめる街」
（ドイツ・ザールブリュッケン〔人口約18万人〕）



高齢者もゆっくり楽しめる
市場や空間（シュトゥットガルト）



高齢者もゆっくり楽しめる
市場や空間（フーズム〔人口約2万人〕）



歩いて楽しめるまちづくり
「ウォーカブル・シティ」

「コミュニティ空間」を重視した
まちづくり・地域づくりへ



日本の地方都市の現状
人口20万人以下の都市はもちろん、30～40万人規模の都市です

ら空洞化（シャッター通り）

和歌山市（人口約37万人）
の中心市街地

今治市（人口約16万人）
の中心市街地



視点と課題

日本の都市は、高度成長期を中心に圧倒的に「自動車中
心」に作られてきた。 ←アメリカの都市をモデル

 “歩いて楽しめる街”は、本来は高齢化とは無関係に「都市」
本来のあり方として実現されていくべきもの。

 しかし日本の場合は、高齢化への対応が社会全体の重要
課題として認識される中、高齢化をチャンスとして“コミュニ
ティ空間という視点を重視した、歩行者中心の街”を実現し
ていくべき。



香川県高松市：丸亀町商店街

・商店街と高齢者向け住宅等を一体的に整
備し「福祉都市」的な性格をもつとともに、納
税を含めヒト・モノ・カネが地域で循環する
地域内経済循環を目指す。



姫路市駅前：歩行者と公共交通のみの
「トランジットモール」化



一極集中から「少極集中」をへて「多極集中」へ

 他方、札幌、仙台、広島、福岡等の人口増加率は首都圏並みに大
との指摘 〔2010→2015年の人口増加率：東京23区3.7％、札幌2.1％
、仙台3.5％、広島1.8％、福岡5.1％〕

 →現在進みつつあるのは、「一極集中」ではなく「少極集中」とも呼
べる事態ではないか。（プラス一部の農山村等の人口増）

 これから先、「一層の少極集中」に向かうか、「多極集中」に向かうか
の分岐点。→様々な公共政策の重要性（ex.まちづくり、公共交通、
農業版ＢＩ・地域若者版ＢＩ等の再分配政策etc）

・
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「分散型社会／持続可能な福祉社会」
の具体的イメージ②：

ローカライゼーションと地域内経済循環



ローカライゼーション
LOCALIZATION

＊過度のグローバル化や
インバウンド依存はリスクも大。

→ローカルなヒト・モノ・カネの循環か
ら出発する経済システムが重要に。



岐阜県石徹白地区
（岐阜県郡上市白鳥町）の遠景

小水力発電〔上掛け水車型〕



「石徹白（いとしろ）地区は、白山信仰の拠点となる集落であり、小水力発電
を見に来ていただく方には、必ず神社にお参りいただいています」

「自然エネルギーは、自然の力をお借りしてエネルギーを作り出すという考え
方」であり、「地域で自然エネルギーに取り組むということは、地域の自治や
コミュニティの力を取り戻すことであると、私どもは考えております」 （ＮＰＯ地
域再生機構の副理事長、平野彰秀さんの言 ）





再生可能エネルギーと「永続地帯」

日本全体でのエネルギー自給率は１割程度に過ぎない
が、都道府県別に見ると２０％を超えているところが２０
あり、

ベスト５は①大分県（40.2％）、②鹿児島県（35.0％）、③
秋田県（32.4％）、④宮崎県（31.4％）、⑤群馬県
（28.5％）という状況。

市町村別で見ると、再生可能エネルギーによって地域
に必要なエネルギーを自給できる市町村（エネルギー
永続地帯）が１００ に到達。（２０１８年。倉阪秀史千葉大
学教授が進めている「永続地帯」研究の調査結果）



“経済の空間的ユニット”の進化

農業 ： ローカル

↓

工業化 ： ナショナル

（ex.鉄道敷設、道路整備、工場配置等）

↓

情報化 （ポスト工業化）： グローバル

↓

ポスト情報化 ： ローカルから出発してナショ
ナル、グローバルへ
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ソーラーシェアの試み（千葉県匝瑳市、千葉エコ
・エネルギー〔学生発ソーシャルベンチャー〕）



伝統文化の再評価
鎮守の森コミュニティ・プロジェクト



最近のある学生の例
 もともとグローバルな問題に関心があ
り、１年間の予定でスウェーデンに留
学していた女子の学生が、“自分は
地元の活性化に関わっていきたい”
という理由で、留学期間を半年に短
縮して帰国。

彼女の出身地は茨城県の石岡市で、
関東三大祭の一つとも言われる“石
岡のお祭り”が盛んな場所。→この祭
りの存在こそがその学生の地元に対
する愛着の大きな部分を占めていた
という。

 ちなみに「祭りが盛んな地域ほど若
者が定着したりＵターンする傾向が
高い」という指摘あり。



現代社会と鎮守の森

ジブリ映画
“八百万の神様”

環境問題 持続可能性

マインドフルネス、
心身の癒し



「鎮守の森・自然エネルギーコミュニティ構想」

 全国の神社の数 ：8万1000ヶ所
お寺の数 ：8万6000ヶ所

 神社やお寺といった存在は、かつて「コミュニティの中心（ない
し拠点）」として存在し、経済、教育、祭り、世代間継承などコ
ミュニティの多面的な機能を担っていた。

 こうしたコミュニティにとって「鎮守の森」のもつ意義を、自然エ
ネルギー拠点の整備等と結びつけていくプロジェクト。

 自然エネルギーという現代的課題と、自然信仰とコミュニティ
が一体となった伝統文化を結びつけたものとして、日本が世
界に対して誇れるビジョンとなりうる可能性。



石清水八幡宮（京都府八幡市）
太陽光発電による本殿釣燈籠の

ライトアップ事業



埼玉県秩父市での展開：
地元住民と連携した小水力発電の導入

• 地元有志と鎮守の森コミ
ュニティ推進協議会のメ
ンバーが共同出資（陽
野（ひの）ふるさと電力。
50キロワット。2020年5
月起工式）

• 小水力発電を通じ、伝
統文化と地域コミュニテ
ィに根ざしたエネルギー
の地産地消を目指す。



宮崎県・高原町
「神話の里」と自然エネルギー（小水力発電）の融合
→エネルギーの自給に関する実証実験

狭野神社

Ｉターン組の若者が作った一般社団法人「地
球のへそ」と連携してプロジェクトを推進

59



60



61





国連「環境と開発に関する世界委員会」報告書
「われら共通の未来 OUR COMMON FUTURE」
（ブルントラント委員会報告、1987年）

「持続可能な発展
sustainable 

development」＝
「将来世代のニーズ
を満たす能力を損な
うことなく、今日の
世代のニーズを満た
すような発展」
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「人生前半の社会保障」の国際比較
（対ＧＤＰ比、％）2015年 ー日本の低さが目立つ
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公的教育支出の国際比較（対GDP比、 2015年）
日本はＯＥＣＤ加盟国中もっとも低いグループ。

（出所）OECD, Education at a Glance 2018 より作成。

また特に就学前と高等教育期において、教育における私費負担の割合が大（高等教育
期についてはOECD平均30.9％に対し日本は 67.5%。OECD, Education at a Glance 
2010）
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人生前半の社会保障の充実→若者の「消費」改善にも

総務省「家計調査」2017年分
速報（2018年2月公表）

2人以上の世帯の全体の消費

額は、物価の影響を除いた実
質では0.3％減と、4年連続の
減少。

・・・特に60歳以上の消費は増

加しているが、若年・子育て世
代の消費が減少していること
が全体の消費を押し下げてい
る。日本経済

新聞2018

年2月27日
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若者支援の重要性
→人口減少の改善や経済活性化にも寄与

日本においては子ども・若者等への支援（＝「人生前半の社
会保障」。含教育）が国際的に見てきわめて低。

 ２０代の生活保障や所得水準は、結婚ひいては出生率
にも大きな影響 （ex.年収３００万の分岐）

 その強化は、「人生における“共通のスタートライン”の保障」
に資するとともに、経済活性化にもプラス。

教育、雇用、住宅、移住等、あらゆる分野における支援強化
を。
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「グローバル化」の先の世界：
二つの道の岐路、“せめぎ合い”の時代

 トランプ現象に見られるような、強い「拡大・成長」志向と
一体となったナショナリズム＆排外主義

 ローカルな経済循環や共生から出発し、「持続可能な福
祉社会」を志向するような方向

・・・ドイツや北欧などに顕著。



「持続可能な福祉社会」指標と国際比較
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ジ
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EPI（環境パフォーマンス指数）
格差小、環境パ
フォーマンス高
（ドイツ、北欧など）

（出所）広井『ポスト資本主義』2015年。（注）ジニ係数は主に2011年（ＯＥＣＤデータ）。ＥＰＩはイェール
大学環境法・政策センター策定の環境総合指数。

格差大、環境パ
フォーマンス低
（アメリカ、日本など）



「環境－福祉－経済」の総合化

機能 課題ないし目的

環境 「富の総量（規模）」に
関わる

持続可能性

福祉 「富の分配」に関わる 公平性（ないし公
正、平等）

経済 「富の生産」に関わる 効率性
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“Think Globally, Act Locally”
ＳＤＧｓと地域・日本・世界

日本は人口減少・高齢社会の文字通りフロントランナ
ー。

多くの課題を抱える一方、

相対的に費用対効果の高い形で長寿を実現。鎮守の
森に象徴されるような伝統的な自然信仰が保存。

元来、分散的で地域の多様性が豊かな社会。

 ローカルから出発しつつ、環境・福祉・経済が調和した
「持続可能な福祉社会」のモデルを先導的に実現、発
信していくポジションにあるのではないか。
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御清聴ありがとうございました
コメント、質問等歓迎します。

hiroi.yoshinori.5u@kyoto-u.ac.jp

＊関連組織
・鎮守の森コミュニティ研究所

http://c-chinju.org/

mailto:hiroi.yoshinori.5u@kyoto-u.ac.jp
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科学の基本コンセプトの進化

物質 → エネルギー → 情報 → 生命（life）

17世紀 19世紀 20世紀 今後

科学革命

【消費の構造】

物質の消費→エネルギー → 情報 → 時間

の消費 の消費 の消費

〔現在充足性〕



情報理論の起源

 クロード・シャノン

（1916－2001）

 「ビット」の概念

 “０と１で世界のすべ
てを表現することがで
きる”という世界観



「生命」は「情報」ですべてコントロールできるか？

• カーツワイル的世界観：

「生命は情報に還元できる」
「“アルゴリズム”で生命は理
解できる」

・・・「情報的生命観」

• ←→生命は情報やアルゴ

リズムに尽きない固有の
創発性、内発性をもつ。



ポスト情報化と
「生命」の時代

英語の「Life」・・・“生活”“人生”といった意味を含む。

 また、ミクロレベルの生命のみならず、生態系（エコシステム）
、地球の生物多様性、持続可能性といったマクロの意味も。

 こうした包括的な意味の「生命」が、「ポスト情報化」時代の科
学や経済社会・生活・消費の基本コンセプトとなるのではな
いか。

今回のコロナ・パンデミックはこうした方向を象徴的に提起。



「生命」関連産業（生命経済）
の重要性の高まり

健康・医療

環境（含 自然エネルギー）

生活・福祉

農業

文化

cf.ドイツのメルケル首相“文化は生命維持に不可欠”

＊これらは概して小規模で「ローカル」な性格



経済システムの進化と新型コロナ・パンデミック

経済の規模

伝統的社会
（農業中心）

市場経済 工業化
社会

情報化
社会

成熟・定常型社会

市場化

工業化（産業化）

情報化・金融化

「持続可能な福祉
社会」のビジョン

グローバル化

ローカル化

物質→ エネルギー→ 情報 → 生命

コロナ・パンデミック

ペスト大
流行（
1348）

「生命」関連産業の
発展・・・健康・医療
、環境、生活・福祉
、農業、文化

科学の基本コンセプト

分散型システム、
ポストＡＩ
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